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津市告示第７１号 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律の規定による基準の適合 

性を審査する機関、同基準又はこれと同等の基準に適合するものとする方法及 

び簡易な評価方法の指定を次のように定める。  

なお、令和５年津市告示第４０号は廃止する。  

  令和６年４月１日  

 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行取扱規則（平成

２８年津市規則第２９号）第２条各項に基づき市長が別に定める機関を第１に、

津市手数料徴収条例（平成１８年津市条例第７３号）別表第１５に規定する認

定基準又は認定基準と同等の基準に適合するものとする方法を第２に、同条例

別表第１５に規定する省エネ基準又は省エネ基準と同等の基準に適合するもの

とする方法を第３に、同条例別表第１５に規定する建築物のエネルギー消費性

能の向上等に関する法律（平成２７年法律第５３号。以下「法」という。）第

３５条第１項第１号の規定により定められた簡易な評価方法であって市長が別

に定める方法を第４に、同条例別表第１５に規定する法第２条第１項第３号の

規定により定められた簡易な評価方法であって市長が別に定める方法を第５に

定める。 

第１ 省エネ基準及び認定基準の適合性を審査する機関は、次に掲げる機関と 

する。 

１ 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号。以下

「住宅品質確保法」という。）第５条第１項に規定する登録住宅性能評価

機関（以下単に「登録住宅性能評価機関」という。） 

２ 法第１５条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関

（以下単に「登録建築物エネルギー消費性能判定機関」という。） 

第２ 認定基準又は認定基準と同等の基準に適合するものとする方法は、次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める書面の交付を受けたものとす

る。 

１ 一戸建ての住宅又は共同住宅等若しくは複合建築物の住宅部分のみを評

価する場合 次のいずれかに該当する書面 

⑴ 登録住宅性能評価機関が、法第３５条第１項各号に掲げる基準に適合



するものとして交付する適合証 

⑵ 登録住宅性能評価機関が交付する住宅品質確保法第６条第１項に規定

する設計住宅性能評価書（法第３５条第１項第１号に基づく基準に適合

した等級の評価を受けたものに限る。） 

⑶ 一般社団法人住宅性能評価・表示協会が運用する建築物省エネルギー

性能表示制度（以下「ＢＥＬＳ」という。）に基づく、建築物に係るエ 

ネルギー消費性能の評価を実施する機関（以下単に「評価機関」という。） 

２ １以外の場合 次のいずれかに該当する書面。ただし、複合建築物の全

体が評価対象の場合については、⑶又は⑷とする。 

⑴ 登録住宅性能評価機関が、法第３５条第１項各号に掲げる基準に適合 

するものとして交付する適合証 

⑵ 登録建築物エネルギー消費性能判定機関が、法第３５条第１項各号に 

掲げる基準に適合するものとして交付する適合証 

⑶ 登録住宅性能評価機関であり、かつ、登録建築物エネルギー消費性能 

判定機関である機関が、法第３５条第１項各号に掲げる基準に適合する 

ものとして交付する適合証 

⑷ 評価機関が交付するＢＥＬＳに基づく評価書（法第３５条第１項第１ 

号に基づく基準に適合した評価を受けたものに限る。） 

第３ 省エネ基準又は省エネ基準と同等の基準に適合するものとする方法は、

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める書面の交付を受けたもの

とする。 

１ 一戸建ての住宅又は共同住宅等若しくは複合建築物の住戸部分が認定対

象の場合 次のいずれかに該当する書面 

⑵  登録住宅性能評価機関が、省エネ基準に適合するものとして交付す

る適合証 

⑵ 法第３５条第１項に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の認定

に係る建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平

成２８年国土交通省令第５号）第２５条第２項の通知書及び建築基準法

（昭和２５年法律第２０１号）第７条第５項、第７条の２第５項又は第

１８条第１８項に規定する検査済証（以下単に「検査済証」という。） 

⑶ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号）第５

４条第 1 項に基づく認定に係る都市の低炭素化の促進に関する法律施行

規則（平成２４年国土交通省令第８６号）第４３条第２項の通知書及び



検査済証   

⑷ 登録住宅性能評価機関が交付する住宅品質確保法第６条第３項に規定

する建設住宅性能評価書（省エネ基準に適合した等級の評価を受けたも

のに限る。） 

⑸  評価機関が交付するＢＥＬＳに基づく評価書（建築物エネルギー消費

性能基準に適合した評価を受けたものに限る。） 

２ 認定対象が 1 以外の場合 次のいずれかに該当する書面。ただし、複合

建築物の全体が認定対象の場合については⑴を除く。 

⑴ 登録建築物エネルギー消費性能判定機関が、建築物エネルギー消費性

能基準に適合するものとして交付する適合証 

⑵ 登録住宅性能評価機関であり、かつ、登録建築物エネルギー消費性能

判定機関である機関が、建築物エネルギー消費性能基準に適合するもの 

として交付する適合証 

⑶ １⑵に掲げる書面 

⑷ １⑶に掲げる書面 

⑸ １⑸に掲げる書面 

第４ 法第３５条第１項第１号の規定により定められた簡易な評価方法は、次

に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ次に定める評価方法とする。 

１ 一戸建ての住宅、共同住宅等（共用部分を評価しない場合に限る。）又

は複合建築物の住戸部分（共用部分を評価しない場合に限る。） 建築物

エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省令・国土

交通省令第１号。以下「基準省令」という。）第１０条第１項第２号イ⑵

及びロ⑵の規定に基づく評価方法 

２ 非住宅建築物又は複合建築物の非住宅部分 基準省令第１０条第１項第

１号イ⑵及びロ⑵の規定に基づく評価方法 

第５ 法第２条第１項第３号の規定により定められた簡易な評価方法は、次に 

掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ次に定める評価方法とする。 

１ 一戸建ての住宅、共同住宅等又は複合建築物の住宅部分 基準省令第１

条第１項第２号イ⑵、イ⑶、ロ⑵及びロ⑶の規定に基づく評価方法 

２ １以外の建築物又は建築物の部分 基準省令第１条第１項第１号ロの規

定に基づく評価方法 



津市告示第７２号 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法律第５３

号）第１５条第１項の規定により、登録建築物エネルギー消費性能判定機関に

建築物エネルギー消費性能適合性判定の全部を行わせることとしたので、建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成２８年国土交通

省令第５号）第８条の規定により、告示する。 

なお、平成２９年津市告示第５０号は廃止する。 

令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 



津市告示第７３号 

 令和６年度津市一般廃棄物処理実施計画を定めたので、津市廃棄物の減量及

び処理等に関する条例（平成１８年津市条例第１４４号）第１０条第１項の規

定に基づき別紙のとおり告示する。  

  令和６年４月１日 

  

                      津市長 前 葉 泰 幸   

                                 

                                 



令和６年度津市一般廃棄物処理実施計画 

  
 廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び津市廃棄物の減量及び処理等に関す

る条例の規定に基づく、津市一般廃棄物処理実施計画を以下のとおり定める。 
  
１ 計画期間 
  令和６年４月１日～令和７年３月３１日 
 
２ 計画区域 
  津市全域 
 
３ 排出量の見込み         〔ごみ（ｔ）、し尿・浄化槽汚泥（ｋｌ）〕 

 
家庭系ごみ 

事業系 

ごみ ごみ計 し尿 
浄化槽 

汚泥 
可燃 不燃 資源 可燃 

令和６年度 

計画 
43,616 3,031 19,430 28,050 94,127 11,000 85,000 

令和４年度 

実績 
53,441 3,997 12,640 26,334 96,412 11,402 85,699 

 
４ 各主体の役割 

⑴  市民の役割   
   市民は、ごみの排出者であることを自覚し、自らの行動とごみの減量化・

資源化、環境問題に関心を持ちます。 
また、不要なものは買わない、ものを大切に長く使うなど、ごみの発生抑

制に努めるとともに、自主的に３Ｒ行動を実践するなど、環境に優しいライ

フスタイルへの転換を図り、互いに連携しながら、ごみの減量・リサイクル・

まちの美化に係る活動等を行います。 
⑵  事業者の役割  

   事業者は、生産・流通・販売・排出の事業活動における全ての過程にお

いて、ごみの発生抑制や減量化、廃棄物系バイオマスとしての利用も含め

た処理に努めるなど、環境に配慮した取組を実践します。 
   環境負荷の少ないサービスの提供に取り組むとともに、市民が３Ｒ行動

を実践するために選択できる体制を整備し、情報の発信に努めます。 
   また、ごみの処理にあたっては、積極的に資源化に取り組むとともに、

やむを得ず発生するごみは自己の責任において、適正に処理を行います。 



⑶  市の役割   
市は、ごみゼロ社会に向け、市民・事業者のごみの減量化・資源化、環 

境問題への関心を高め、具体的な行動を推進するために、情報提供や環境

学習、普及啓発、行動等により３Ｒを推進します。 
 また、分別の周知徹底と収集方法の改善等に取り組むなど、ごみの発

生・排出抑制、資源の循環的利用の仕組みづくりを行います。 
 さらに、ごみの適正処理を行うことはもちろん、環境負荷の低減に配慮

し、経費とのバランスを考慮した最適な処理システムを目指します。 
⑷  市民・事業者・市の協働取組   

生産から流通、消費に至る過程において、市民・事業者・市がそれぞれ 
担うべき役割や責任を明確にし、環境へ配慮しながら、相互に理解を深め協

力して資源循環に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 分別の区分と処理方法 

分別区分 処理方法 
処理施設等 

一次処理 二次処理 

新聞 

資
源
系
ご
み 

リサイクル 売却  

雑誌・雑紙 

ダンボール 

飲料用紙パック 

衣類・布類 

ペットボトル 
選別・  

圧縮・梱包 
津市リサイクルセンター 指定法人へ

引渡 容器包装 
プラスチック 

金属 破砕・選別 
津市リサイクルセンター 

売却 

びん 選別 
指定法人へ

引渡 
スプレー缶・卓上

カセットボンベ

等、使い捨てライ

ター、蛍光管、乾

電池、水銀式体温

計 

選別 津市リサイクルセンター 
処理委託又

は一部再資

源化等 

燃やせないごみ 不
燃
系
ご
み 

破砕・選別 津市リサイクルセンター 最終処分場 

その他 
プラスチック 

リサイクル 民間事業者による資源化  

燃やせるごみ 

可
燃
系
ご
み 

焼却 
津市西部クリーンセンター 民間事業者

による資源

化 津市クリーンセンターおお

たか 
 
 
 
 
 



６ 排出方法と収集回数 
ごみの分別区分 ごみの出し方 収集回数 収集運搬主体 

新聞 

資
源
系
ご
み 

品目別に束ねて、ひもで

十文字に縛る 

月１回 市・委託業者 

雑誌・雑紙 月１回 市・委託業者 

ダンボール 月１回 市・委託業者 

飲料用紙パック 月１回 市・委託業者 

衣類・布類 

透明または半透明の袋 

月１回 市・委託業者 

ペットボトル 月２回 市・委託業者 

容器包装 
プラスチック 

週１回 
市・委託業者 

金属 
透明または半透明の袋

（袋に入らない場合は

そのまま） 
月２回 

市・委託業者 

びん 透明または半透明の袋 月１回 市・委託業者 

スプレー缶・卓上カ

セットボンベ等、使

い捨てライター、蛍

光管、乾電池、水銀

式体温計 

透明または半透明の袋 ３ヶ月１回 市・委託業者 

燃やせないごみ 不
燃
系
ご
み 

透明または半透明の袋

（袋に入らない場合は

そのまま） 

月１回 市・委託業者 

その他 
プラスチック 

月２回 市・委託業者 

燃やせるごみ 

可
燃
系
ご
み 

透明または半透明の袋 週２回 市・委託業者 

    
※事業系一般廃棄物については、家庭系ごみに準じて分別し、事業者自らまた

は許可業者により収集運搬を行う。 
※死亡獣等は、死亡場所の管理者等が死亡獣等焼却処理場へ収集運搬し、市が

焼却処理する。 
 
 



７ エコ・ステーション 
  資源のリサイクルを図るため「エコ・ステーション」を設置する。 

施設名 搬入可能日時 搬入可能品目 

明神リサイクルストッ

クヤード 

水曜日、土曜日、日曜日 
（12/29～1/3 を除く） 
午前８時３０分～ 
午後４時３０分 

新聞、雑誌・雑紙、ダンボ

ール、飲料用紙パック、衣

類・布類、びん、ペットボ

トル、小型電子機器、容器

包装プラスチック、その他

プラスチック、パソコン、

石・砂・土、危険ごみ 

津市西部クリーンセン

ター 

月曜日～金曜日、日曜日 
（祝休日、12/31～1/3 を除

く） 
午前９時～正午、 
午後１時～午後４時 

新聞、雑誌・雑紙、ダンボ

ール、飲料用紙パック、衣

類・布類、ペットボトル、

小型電子機器、パソコン、

羽毛布団（ダウン率５０％

以上のもの）、石・砂・土 

河芸エコ・ステーション 

火・木・土・日曜日 
12/29、12/30 
（12/31～1/3 を除く） 
午前８時３０分～ 
午後４時３０分 
（12/30 は正午まで） 

新聞、雑誌・雑紙、ダンボ

ール、飲料用紙パック、衣

類・布類、ペットボトル、

小型電子機器、パソコン、

石・砂・土、危険ごみ 

香良洲エコ・ステーショ

ン 

月・火・木～日曜日 
12/29、12/30 
（12/31～1/3 を除く） 
午前７時３０分～正午、 
午後１時３０分～ 
午後４時４５分 
（12/30 は正午まで） 

新聞、雑誌・雑紙、ダンボ

ール、飲料用紙パック、衣

類・布類、ペットボトル、

小型電子機器、パソコン、

石・砂・土、危険ごみ 

芸濃エコ・ステーション 

水・日曜日 
12/29、12/30 

（12/31～1/3 を除く） 
午前９時～午後４時３０分 
（12/30 は正午まで） 

新聞、雑誌・雑紙、ダンボ

ール、飲料用紙パック、衣

類・布類、ペットボトル、

小型電子機器、パソコン 
金属 50ｃｍ角以内のも

の・自転車、石・砂・土、

危険ごみ 



一志とことめエコ・ステ

ーション 

土・日曜日、12/29、12/30 
（12/31～1/3 を除く） 
午前９時～午後４時３０分 
（12/30 は正午まで） 

新聞、雑誌・雑紙、ダンボ

ール、飲料用紙パック、衣

類・布類、ペットボトル、

小型電子機器、パソコン 
金属 50ｃｍ角以内のも

の・自転車、石・砂・土、

危険ごみ 
  
８ 処理施設の状況 
  可燃系ごみ処理施設 

施設名 処理方式等 処理能力 

津市西部クリーンセンター 全連続熱焼式 ２４０ｔ/２４時間 

津市クリーンセンターおお

たか 全連続熱焼式 １９５ｔ/２４時間 

  
 
  不燃系・資源系ごみ処理施設 

施設名 処理方式等 処理能力 

津市リサイクルセンター 

金属ごみ、燃やせないご

みの破砕、選別 
４２ｔ/日 

びんの選別、回収 ９ｔ/日 

ペットボトルの選別、回

収 
５ｔ/日 

容器包装プラスチックの

選別、回収 
２５ｔ/日 

密閉回転ハンマー式（廃

蛍光管） 
２ｔ/日 

強制拡散廃棄方式（廃ス

プレー缶） 
１ｔ/日 

可燃性粗大ごみの切断 ５ｔ/日 

津市一般廃棄物最終処分

場 
無放流 ３８㎥/日 

 



  し尿処理施設 

施設名 処理方式等 処理能力 

津市安芸・津衛生センタ

ー 
膜分離高負荷脱窒素処理

方式＋高度処理 
１８８ｋｌ/日 

津市クリーンセンターく

もず 
膜分離高負荷脱窒素処理

方式＋高度処理 
１４０ｋｌ/日 

※し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬は、区域指定された許可業者により行う。 
  



津市告示第７４号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の規定により、

地縁による団体を次のとおり認可し、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

 名称 

かわきた苑自治会 

 



津市告示第７５号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成２２年津市告示第２７２号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 届出者 

 コモンヒルズ西が丘自治会 

 ※ 代表者の氏名及び住所並びに主たる事務所の所在地の変更 



津市告示第７６号 

 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４９条の４第１項の規定に

より次のとおり指定緊急避難場所を指定したので、同条第３項の規定により告

示する。 

また、同法第４９条の６第１項の規定により次のとおり指定緊急避難場所の

指定を取り消したので、同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

                      

                      津市長 前 葉 泰 幸 

１ 指定緊急避難場所の指定 

 

 

 

施設・場所 

名 

 

 

所在地 

対象とする異常な現象の種類 

洪水 

崖崩

れ、

土石

流及

び地

滑り 

高潮 地震 津波 

大規

模な

火事 

内水

氾濫 

火山

現象 

メゾンエス

ポワール 

津市中央１４

番８号 
    〇 

   

三重県教育

文化会館 

津市桜橋２丁

目１４２番地 
    〇 

   

２ 指定緊急避難場所の指定の取消し 

種類 避難場所 所在地 

津波避難ビル 三重県教育文化会館 
津市桜橋２丁目１４２番地 

 



津市告示第７７号 

令和６年度分国民健康保険料について、津市国民健康保険条例（平成１８年

津市条例第１３４号。以下「条例」という。）第１２条第１項、第１６条の５

第１項及び第２０条第１項の保険料率並びに第２５条第１項各号並びに同条第

３項及び同条第４項において準用する同条第１項各号に定める額、第２５条の

３第１項及び同条第３項において準用する同条第１項に定める額並びに第２５

条の３第４項及び同条第５項において準用する同条第４項に定める額を次のと

おり決定したので、条例第１２条第３項（第２５条第２項並びに第２５条の３

第２項及び第５項において準用する場合を含む。）、第１６条の５第３項（第

２５条第３項並びに第２５条の３第３項及び第６項において準用する場合を含

む。）及び第２０条第３項（第２５条第４項において準用する場合を含む。） 

の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 基礎賦課額の保険料率 

 ⑴ 所得割 １００分の８．０ 

 ⑵ 被保険者均等割 被保険者１人につき ２９，１００円 

 ⑶ 世帯別平等割 

  ア 特定世帯、特定継続世帯以外の世帯 ２１，６００円 

  イ 特定世帯 １０，８００円 

  ウ 特定継続世帯 １６，２００円 

２ 後期高齢者支援金等賦課額の保険料率 

 ⑴ 所得割 １００分の２．９ 

 ⑵ 被保険者均等割 被保険者１人につき １０，５００円 

 ⑶ 世帯別平等割 

  ア 特定世帯、特定継続世帯以外の世帯 ７，６００円 

  イ 特定世帯 ３，８００円 

  ウ 特定継続世帯 ５，７００円 

３ 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額の保険料率 

 ⑴ 所得割 １００分の２．９ 

 ⑵ 被保険者均等割 被保険者１人につき １２，５００円 

 ⑶ 世帯別平等割 １世帯につき ６，０００円 



４ 基礎賦課額の減額 

 ⑴ 条例第２５条第１項第１号に規定する保険料の減額 

  ア 被保険者均等割 被保険者１人につき ２０，３７０円 

  イ 世帯別平等割 

   (ア) 特定世帯、特定継続世帯以外の世帯 １５，１２０円 

   (イ) 特定世帯 ７，５６０円 

   (ウ) 特定継続世帯 １１，３４０円 

 ⑵ 条例第２５条第１項第２号に規定する減額 

  ア 被保険者均等割 被保険者１人につき １４，５５０円 

  イ 世帯別平等割 

   (ア) 特定世帯、特定継続世帯以外の世帯 １０，８００円 

   (イ) 特定世帯 ５，４００円 

   (ウ) 特定継続世帯 ８，１００円 

 ⑶ 条例第２５条第１項第３号に規定する減額 

  ア 被保険者均等割 被保険者１人につき ５，８２０円 

  イ 世帯別平等割 

   (ア) 特定世帯、特定継続世帯以外の世帯 ４，３２０円 

   (イ) 特定世帯 ２，１６０円 

   (ウ) 特定継続世帯 ３，２４０円 

 ⑷ 条例第２５条の３第１項に規定する減額 

   被保険者均等割 未就学児１人につき １４，５５０円 

 ⑸ 条例第２５条の３第４項に規定する保険料の減額 

  ア 条例第２５条第１項第１号に規定する世帯における未就学児１人につ

き ４，３６５円 

  イ 条例第２５条第１項第２号に規定する世帯における未就学児１人につ

き ７，２７５円 

  ウ 条例第２５条第１項第３号に規定する世帯における未就学児１人につ

き １１，６４０円 

５ 後期高齢者支援分賦課額の減額 

 ⑴ 条例第２５条第１項第１号に規定する保険料の減額 

  ア 被保険者均等割 被保険者１人につき ７，３５０円 

  イ 世帯別平等割 

   (ア) 特定世帯、特定継続世帯以外の世帯 ５，３２０円 



   (イ) 特定世帯 ２，６６０円 

   (ウ) 特定継続世帯 ３，９９０円 

 ⑵ 条例第２５条第１項第２号に規定する保険料の減額 

  ア 被保険者均等割 被保険者１人につき ５，２５０円 

  イ 世帯別平等割 

   (ア) 特定世帯、特定継続世帯以外の世帯 ３，８００円 

   (イ) 特定世帯 １，９００円 

   (ウ) 特定継続世帯 ２，８５０円 

 ⑶ 条例第２５条第１項第３号に規定する保険料の減額 

  ア 被保険者均等割 被保険者１人につき ２，１００円 

  イ 世帯別平等割 

   (ア) 特定世帯、特定継続世帯以外の世帯 １，５２０円 

   (イ) 特定世帯 ７６０円 

   (ウ) 特定継続世帯 １，１４０円 

 ⑷ 条例第２５条の３第１項に規定する減額 

   被保険者均等割 未就学児１人につき ５，２５０円 

 ⑸ 条例第２５条の３第４項に規定する減額 

  ア 条例第２５条第１項第１号に規定する世帯における未就学児１人につ

き １，５７５円 

  イ 条例第２５条第１項第２号に規定する世帯における未就学児１人につ

き ２，６２５円 

  ウ 条例第２５条第１項第３号に規定する世帯における未就学児１人につ

き ４，２００円 

５ 介護納付金賦課額の減額 

 ⑴ 条例第２５条第１項第１号に規定する減額 

  ア 被保険者均等割 被保険者１人につき ８，７５０円 

  イ 世帯別平等割 ４，２００円 

 ⑵ 条例第２５条第１項第２号に規定する減額 

  ア 被保険者均等割 被保険者１人につき ６，２５０円 

  イ 世帯別平等割 ３，０００円 

 ⑶ 条例第２５条第１項第３号に規定する減額 

  ア 被保険者均等割 被保険者１人につき ２，５００円 

  イ 世帯別平等割 １，２００円 



津市告示第７８号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５８条第１項の規定により、指定

介護予防支援事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の３０第１号

の規定により告示する。 

令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  株式会社フレンドリー 

２ 事業所の名称 

  フレンドリー指定居宅介護支援事業所 

３ 事業所の所在地 

  津市海岸町１３番２８号 

４ 指定年月日 

令和６年４月１日 

５ サービスの種類 

介護予防支援 



津市告示第７９号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５８条第１項の規定により、指定

介護予防支援事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の３０第１号

の規定により告示する。 

令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  特定非営利活動法人スマイルハート 

２ 事業所の名称 

  スマイルハート 

３ 事業所の所在地 

  津市垂水２９８５番地１ 

４ 指定年月日 

令和６年４月１日 

５ サービスの種類 

介護予防支援 



津市告示第８０号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５８条第１項の規定により、指定

介護予防支援事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の３０第１号

の規定により告示する。 

令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  社会福祉法人白壽会 

２ 事業所の名称 

  豊野みかんの里居宅介護支援事業所 

３ 事業所の所在地 

  津市一身田豊野てノ坪１６５９番地 

４ 指定年月日 

令和６年４月１日 

５ サービスの種類 

介護予防支援 



津市告示第８１号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５８条第１項の規定により、指定

介護予防支援事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の３０第１号

の規定により告示する。 

令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  株式会社ｅｎカンパニー 

２ 事業所の名称 

  ことのは 

３ 事業所の所在地 

  津市安東町１９３３番地 

４ 指定年月日 

令和６年４月１日 

５ サービスの種類 

介護予防支援 



津市告示第８２号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５８条第１項の規定により、指定

介護予防支援事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の３０第１号

の規定により告示する。 

令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  社会福祉法人白壽会 

２ 事業所の名称 

  北郊 

３ 事業所の所在地 

  津市栗真中山町下沢８４番地２ 

４ 指定年月日 

令和６年４月１日 

５ サービスの種類 

介護予防支援 



津市告示第８３号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５８条第１項の規定により、指定

介護予防支援事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の３０第１号

の規定により告示する。 

令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  株式会社トータルライフサポート至誠 

２ 事業所の名称 

  ケアプランセンター楓 

３ 事業所の所在地 

  津市芸濃町林１９７３番地 サイレンス芸濃１Ｂ 

４ 指定年月日 

令和６年４月１日 

５ サービスの種類 

介護予防支援 



津市告示第８４号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５８条第１項の規定により、指定

介護予防支援事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の３０第１号

の規定により告示する。 

令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  株式会社Ｗｅｌｌｎｅｓｓ Ｔｉｍｅ 

２ 事業所の名称 

  幸介護予防支援センター 

３ 事業所の所在地 

  津市久居野村町５９５番地１２ コーポ大日堂２０１号室 

４ 指定年月日 

令和６年４月１日 

５ サービスの種類 

介護予防支援 



津市告示第８５号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５８条第１項の規定により、指定

介護予防支援事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の３０第１号

の規定により告示する。 

令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  社会福祉法人洗心福祉会 

２ 事業所の名称 

  つまちなか居宅介護支援センターシルバーケア豊壽園 

３ 事業所の所在地 

  津市大門７番１５号 津センターパレス内４階 

４ 指定年月日 

令和６年４月１日 

５ サービスの種類 

介護予防支援 



津市告示第８６号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５８条第１項の規定により、指定

介護予防支援事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の３０第１号

の規定により告示する。 

令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  社会福祉法人洗心福祉会 

２ 事業所の名称 

  地域総合ケアセンター久居指定居宅介護支援センターシルバーケア豊壽園 

３ 事業所の所在地 

  津市久居新町３００６番地 ポルタひさい３階 

４ 指定年月日 

令和６年４月１日 

５ サービスの種類 

介護予防支援 



津市告示第８７号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５８条第１項の規定により、指定

介護予防支援事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の３０第１号

の規定により告示する。 

令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  社会福祉法人洗心福祉会 

２ 事業所の名称 

  高茶屋指定居宅介護支援センターシルバーケア豊壽園 

３ 事業所の所在地 

  津市高茶屋小森町瓦ヶ野４１５２番地 

４ 指定年月日 

令和６年４月１日 

５ サービスの種類 

介護予防支援 



津市告示第８８号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５８条第１項の規定により、指定

介護予防支援事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の３０第１号

の規定により告示する。 

令和６年４月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  社会福祉法人洗心福祉会 

２ 事業所の名称 

  白塚指定居宅介護支援センターシルバーケア豊壽園 

３ 事業所の所在地 

  津市白塚町５８番地１４ 

４ 指定年月日 

令和６年４月１日 

５ サービスの種類 

介護予防支援 



津市告示第８９号 

 令和３年津市告示第２８３号（手数料の徴収に関する事務の一部委託）で告

示した事項に変更があったため、次のとおり告示する。 

  令和６年４月１日 

 

                   津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 変更があった事項及びその内容 

  委託先の名称 

変更前 株式会社エコシティサービス 

変更後 株式会社アウトソーシングトータルサポート 

２ 変更年月日 

令和６年４月１日 

 



津市告示第９０号 

 令和３年津市告示第２７４号（手数料の徴収及び地方税の収納に関する事務

の一部委託）で告示した事項に変更があったため、次のとおり告示する。 

  令和６年４月１日 

 

                   津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 変更があった事項及びその内容 

  委託先の名称 

変更前 株式会社エコシティサービス 

変更後 株式会社アウトソーシグトータルサポート 

２ 変更年月日 

令和６年４月１日 

 



津市告示第９１号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定に基

づき手数料の徴収又は収納に関する事務の一部を次のとおり委託したので、同

令第１５８条第２項の規定により告示する。 

 令和６年４月１日 

 

            津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 徴収又は収納する手数料 

  放置自転車等撤去保管料 

２ 委託先 

   津市雲出本郷町２０８６番地２ 

  株式会社カーステージ三重 

３ 委託期間 

  令和６年４月１日から令和６年４月３０日まで 



津市告示第９２号 
 モーターボート競走法（昭和２６年法律第２４２号）第３条第２号に係る事

務を私人に委託したので、モーターボート競走法施行規則（昭和２６年運輸省

令第５９号）第２条第３項及びモーターボート競走法第３条に基づく私人委託

実施規則（平成２０年津市規則第３７号）第７条の規定により次のとおり告示

する。 
令和６年４月４日 

 
津市長 前 葉 泰 幸 

 
１ 委託事務 
  ボートレースチケットショップ養老における場外及び場間場外発売・払戻

事務 
２ 受託者 
  津市高茶屋小森上野町１３２７番地 
  日本トーター株式会社津事業所 
３ 履行期間 
  令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 



津市告示第９３号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成２３年津市告示第２２６号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和６年４月５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 届出者 

 広永自治会 

 ※ 代表者の氏名及び住所の変更 



津市告示第９４号 

津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１２条第２項、第１３条第２項及び第１４条に基づき撤去し、保管している

自転車について、同条例第１６条第２項の規定により次のとおり告示する。 

 令和６年４月１０日 

 

            津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 放置されていた場所、台数及び撤去した年月日 

放置されていた場所 台数 撤去した年月日     

雲出長常町地内 １ 令和６年２月６日 

久居緑が丘一丁目地内 １ 令和６年３月１日 

栗真町屋町地内 １ 令和６年３月６日 

高茶屋小森町地内 １ 令和６年３月２７日 

２ 保管期間 

   告示の日から９０日間 

３ 連絡先 

垂水自転車等保管庫  

０５９－２２２－６３０７ 



津市告示第９５号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１７年津市告示第３５号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  令和６年４月１０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 届出者 

 安東町跡部自治会 

 ※ 代表者の氏名及び住所の変更 



津市告示第９６号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１７年安濃町告示第６号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  令和６年４月１０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 届出者 

 粟加区自治会 

※ 代表者の氏名及び住所の変更 



津市告示第９７号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１６年安濃町告示第２０号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和６年４月１０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 届出者 

 南神山自治会 

※ 代表者の氏名及び住所並びに主たる事務所の所在地の変更 



津市告示第９８号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成２２年安濃町告示第８３号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和６年４月１０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 届出者 

 戸島区自治会 

※ 代表者の氏名及び住所の変更 



津市告示第９９号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１１年美杉村告示第９９号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和６年４月１１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 届出者 

 中津自治会 

※ 代表者の氏名及び住所の変更 



津市告示第１００号 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３６条の規定に基づき、 

同法第２７条第１項の確認の辞退があったので、同法第４１条第２号の規定に

より告示する。 

令和６年４月１２日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 公立幼稚園 

設置者名称 施設名称 施設所在地 確認辞退年月日 

津市 津市立栗葉幼稚園 津市森町２８４番地１  令和６年３月３

１日 

 

 



津市告示第１０１号 
 モーターボート競走法（昭和２６年法律第２４２号）第３条第２号に係る事

務を私人に委託したので、モーターボート競走法施行規則（昭和２６年運輸省

令第５９号）第２条第３項及びモーターボート競走法第３条に基づく私人委託

実施規則（平成２０年津市規則第３７号）第７条の規定により次のとおり告示

する。 
令和６年４月１５日 

 
津市長 前 葉 泰 幸 

 
１ 委託事務 
  モーターボート競走施行に関する電話投票事務 
２ 受託者 
  東京都港区六本木五丁目１６番７号 
  一般財団法人 ＢＯＡＴＲＡＣＥ振興会 
３ 履行期間 
  令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 



津市告示第１０２号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１６年津市告示第２６１号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和６年４月１５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 届出者 

 江戸橋一丁目北自治会 

 ※ 代表者の氏名及び住所並びに主たる事務所の所在地の変更 



津市告示第１０３号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成２９年津市告示第８４号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  令和６年４月１５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 届出者 

 西睦合自治会 

 ※ 代表者の氏名及び住所並びに主たる事務所の所在地の変更 



津市告示第１０４号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１８年津市告示第１９６号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和６年４月１５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 届出者 

 長岡町自治会 

 ※ 代表者の氏名及び住所の変更 



津市告示第１０５号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、令和４年９月３０日付けで認可した地縁による団体から告示された事項に

係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

  令和６年４月１５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 届出者 

 山田野上出区 

※ 代表者の氏名及び住所並びに主たる事務所の所在地の変更 



津市告示第１０６号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、令和４年５月６日付けで認可した地縁による団体から告示された事項に係

る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

  令和６年４月１５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 届出者 

 山田野下司名区 

※  代表者の氏名及び住所の変更 



津市告示１０７号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定に基づ

き保育施設利用者負担額等収納業務を委託したので、同条第２項の規定により

告示する。 

  令和６年４月１５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 委託を受けた者の名称及び所在地 

  別表のとおり 

２ 公金事務に係る歳入等 

  教育・保育施設利用者負担額等 

３ 指定公金事務取扱者に指定した日 

令和６年３月２９日 

４ 委託した日 

  令和６年４月１日  



別表 

法人の名称 施設の名称 施設の所在地 

社会福祉法人白蓮福祉会 白塚愛児園 津市白塚町５３３４番地 

社会福祉法人白蓮福祉会 津愛児園 津市桜橋三丁目４５番地

１ 

社会福祉法人清泉福祉会 清泉愛育園 津市南丸之内８番６１号 

社会福祉法人諦聴会 三重保育院乳児保育所 津市柳山津興３３１０番

地１ 

社会福祉法人鈴の木会 片田保育園 津市片田志袋町３８４番

地 

社会福祉法人桃郷福祉会 つ保育園 津市藤方２６７０番地 

社会福祉法人泉福祉会 泉ヶ丘保育園 津市野田２１番地８１７ 

社会福祉法人津栄社会福

祉事業協会 

大里保育園 津市大里睦合町６０９番

地１ 

社会福祉法人若草福祉会 公園西保育園 津市長岡町９番地３ 

社会福祉法人洗心福祉会 豊野保育園 津市一身田豊野１９７９

番地１ 

社会福祉法人清泉福祉会 ひかり保育園 津市半田１４４２番地１ 

社会福祉法人三重清暉会 志登茂保育園 津市一身田平野３６１番

地１ 

社会福祉法人上浜福祉会 上浜保育園 津市一身田中野４２３番

地１ 

社会福祉法人洗心福祉会 はなこま保育園 津市高茶屋小森町４１５

９番地 

社会福祉法人自由学苑福

祉会 

久居保育園 津市久居西鷹跡町３６５

番地１１ 

社会福祉法人三鈴会 さくら保育園 津市河芸町影重１１４０

番地１ 

社会福祉法人あいうえお あいうえお保育園 津市美里町五百野１６１ 

７番地１ 

社会福祉法人洗心福祉会 第二はなこま保育園 津市高茶屋小森上野町７ 

７８番地 



社会福祉法人自由学苑福

祉会 

大川乳幼児保育園 津市大谷町２４０番地 

社会福祉法人洗心福祉会 つまちなか保育園 津市大門７番１５号 津

センターパレス４階 

 


